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 C. 建築（意匠及び構造） 

       （シハヌークビル港） 

        図 C－1 案内図 

       図 C―2 保安管理棟立面図    

       図 C―3 保安管理棟構造断面図  

       図 C―4 保安管理棟平面図   

       図 C―5 保安管理棟構造図-1   

       図 C―6 保安管理棟構造図-2    

       図 C―7 開被検査棟側面図   

       図 C―8 開被検査棟構造図-1    

       図 C―9 開被検査棟構造図-2    

       （プノンペン港） 

       図 C―10 保安管理棟側面図  

       図 C―11 保安管理棟断面図   

       図 C―12 保安管理棟平面図   

       図 C―13 保安管理棟構造図-1   

       図 C―14 保安管理棟構造図-2   

       図 C―15 保安管理棟構造図-3   
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D. 建築（設備） 

       （シハヌークビル港） 

       図 D－1 保安管理棟ソケット配置図  

       図 D―2 保安管理棟照明設備図   

       図 D―3 保安管理棟電話端子及び消火設備図  

       図 D―4 保安管理棟配管設備図   

       （プノンペン港） 

       図 D―5 保安管理棟ソケット配置図  

       図 D―6 保安管理棟照明設備図   

       図 D―7 保安管理棟電話端子及び消火設備図 

       図 D―8 保安管理棟配管設備図   
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E. 土木 

       （シハヌークビル港） 

       図 E－1 舗装計画図     

       図 E―2 舗装断面及びジョイント図    

       図 E―3 雨水排水計画図    

       図 E―4 マンホール図    
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3-2-4 調達計画 

3-2-4-1  調達方針 

調達に係わる基本的な条件を以下に示す。 

 本プロジェクトで調達する機材は、いずれもカンボジア国では製造されていないため我が国を
中心として一部第三国から調達する。 

 一方土木建築用の建設資材や、汎用的な材料・製品は現地で加工・調達可能である。 

 土木建築工事の実施に必要な資材及び地元業者は現地で調達が可能である。 

調達における業者選定、製品の選択などに係わる基本方針を以下に示す。 

 機材の汎用性を考慮すること。 

 維持管理が容易であること。 

 スペアパーツ供給やトラブル発生時のサポート体制などアフターサービスの体制が確立され
ていること。 

3-2-4-2 調達上の留意事項  

(1) 基本方針 

港湾施設の保安は、必要な機器とそれを運用する体制・職員の技量等が均衡して初めて確保される。

そのためには機材の調達と、組織・要員に対する技術協力が一体で実施される必要があり、特に両者

間の実施工程上の調整が重要な課題である。すなわち無償資金協力で実施する機材設置時期と、施工

監理業務の一環としての指導の他に OJT 等で実施する機材運用に係る要員の技術指導の時期の整合

性が保たれるように、特に技術指導内容と実施時期等の調整を図る。そして機材整備の成果が技術協

力の成果と連携して、その効果が十分に発揮されるようにプロジェクトを実施する。 

(2) 商社入札 

3-2-1（8）で述べたように、本協力対象事業の実施は商社を取りまとめ役とし、そのグループに土

木建築専門業者及び各機材メーカーが加わる形式が考えられる。この形式が最も経済的かつ実際的で

あると考える。従って概算事業の積算の前提条件も上記の実施体制として一括入札とした。 

B/A は経済財務省(MEF)が一括して行い、A/P 発給は経済財務省管轄下の関税消費税局(CED)が X 線

コンテナ検査装置を同付帯施設に対してまた公共事業運輸省(MPWT)管轄下のシハヌークビル港湾公

社がその他に対して発給することとする。 

(3) 現地調達 

船舶航行監視システム（VTMS）、CCTV カメラ監視等の設置に必要な建設資材（ケーブル保護管、コ

ンクリート再舗装等）や、汎用的な材料・製品は現地で加工・調達する。 

X 線コンテナ検査装置付帯駐車場及び保安管理棟やコンテナ開被検査棟など土木建築工事に必要

な資材は原則として現地で調達する。本事業の建設施工に必要な機械も地元工事業者が所有、または

リース可能な機種である。土木・建築工事は適切な品質管理と工期厳守を監理できる調達管理者の指

導の下で、地元工事業者が出来る工事規模である。 
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プノンペン港の場合、河川港でメコン川を遡ってくるので外洋から港まで時間が掛かるのと水深不

足で大型船が航行できないため、本事業の輸入貨物はシハヌークビル港で荷揚げし陸路で輸送する。 

3-2-1(4)で述べたように、運用時の維持管理あるいは故障時の対応、スペアパーツの保管などメー

カーあるいは「カ」国に存在するメーカーの代理店のサポートが必要である。これらは入札条件とし

て、メーカー側の保証を取り付ける事とする。 

3-2-4-3  調達・据付区分  

事業全体の規模及び各機材の特性或いは第 3国調達の可能性などを考慮して、調達据付区分を検討

した。調達区分は主管官庁が 2 省に分かれることにより、2 ロットに分割することも考えられるが、

3-2-1(8)に述べたように経済性と管理の一貫性を考慮し一括入札とし、中身を「その 1：関税消費税

局 CED 関連」と「その 2:2 港湾公社関連」と分割することにしたい。表 3-2-14 に一括入札の内訳を

示した。 

表 3-2-14 一括入札 

契約内訳 主な機材の内容 管轄官庁及び実施機関 

その 1 X 線コンテナ検査装置及び待機駐車場、開

被検査棟など付帯施設を含む 

財務経済省（MEF）      

関税消費税局（CED） 

その 2 “その 1”以外の機材及び保安管理棟等の

付帯施設 

公共事業運輸省（MPWT） 

シハヌークビル港湾公社（PAS）/

プノンペン港湾公社（PAP） 

 

その 2 に関しては実施機関（シハヌークビル港湾公社（PAS）/プノンペン港湾公社（PAP））間で事業実

施を調整してスムースな調達を行えるように配慮される必要がある。具体的には PAS の関係する機材

の種類が多くまた事業規模が大きいために、PAS が実施機関を代表する協定（MOU など）を結ぶもの

とする。両公社が結ぶ協定は着工以前に合意されそれには下記項目の実行手段と担当部内名が示され

るべきである。 

a. A/P の発給 

b. 輸入財の取扱い、通関及び保管等に関するコントラクターへの便宜供与 

c. 「カ」国例負担事業の予算確保 

d. 完了証明の発給 

e. 維持管理機関完了証明の発給 

また必要に応じて関税消費税局（CED）とシハヌークビル港湾公社（PAS）間では X線コンテナ検査

装置の待機駐車場などの付帯施設に関する維持管理に関する協定を結ぶものとし、シハヌークビル港

湾公社（PAS）の維持管理部門が関税消費税局（CED）に協力するものとしたい。 

インターフェース部分の相手側分担事業と日本側の分担事業内容は 3－3節に述べる。 
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3-2-4-4 調達監理計画  

コンサルタントの設計・調達監理計画を以下に示す。 

 (1)  実施設計業務 

  a. 計画内容の最終確認（現地） 

  b. 機材仕様書レビュー、施設の実施設計と入札図書作成（国内） 

  c. 入札図書承認（現地）：「カ」国側の実施機関から入札図書の承認を受ける。 

  d. 入札公示及び図書渡し（国内）：新聞広告を通じて公示し入札図書の配布を行う。 

  e. 入札及び入札評価（現地）：入札書類の受領後、引き続き入札評価を実施する。 

(2) 調達監理業務 

 a. 製品検査の立会い 

b. 出荷前検査の立会い 

c. 船積み前機材照合検査の打合せ業務 

d. 現地調達監理と検収・引渡し業務 

技術指導は詳細設計及び施工監理中の OJT のほかに、検収引渡し後後コンサルタントの立会いの下

でメーカー側による初期操作指導を各実施機関に実施する。初期操作指導の想定期間を表 3-2-15 に

示す。 

   表 3-2-15   初期操作指導の期間 
 コンポーネント 期間 

1 X 線コンテナ検査装置 15 日 

2 CCTV カメラ監視システム(PAS) 6 日 

3 ID パスカードシステム(PAS) 3 日 

4 CCTV カメラ監視システム(PAP) 6 日 

5 ID パスカードシステム(PAP) 3 日 

6 船舶航行監視システム 15 日 

7 パトロールボート 30 日 

8 油濁防止装置 なし 
                   注:期間は現地或いは第 3国で継続して作業する期間である。 

3-2-4-5 資機材等調達計画 

整備する機材別施工は下記の工程で計画した。以下に積算時に想定した、X 線コンテナ検査装置、

船舶航行監視システム（VTMS）及び CCTV カメラ監視システムに関しての管理計画を概説する。 

Ｘ線コンテナ検査装置 

X 線コンテナ検査装置は、契約後 1.5 ヶ月で設計と製作図面の承認を取り、5 ヶ月で製作して出荷

前の工場検査後カンボジアに輸送する。現場での機器の設置には 2.5 ヶ月を予定、その期間に調整・

試運転を行い、初期操作指導を実施機関の担当職員に実施して、納期約 2ヶ月前に検収検査する。コ

ントラクター（メーカー）が SGS（Societe Generale de Surveillance：スイスに本部を置く世界最

大級の検査及び審査登録機関）に、放射線漏れの検査を依頼し、その結果仕様書に規定した基準を満

たしていることを確認後、その証明書の発行を受けて、カンボジア側に装置一式を引き渡す計画であ

る。 
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船舶航行監視システム（VTMS） 

VTMS 船舶航行援助システムは鉄塔建設の資機材及びケーブルを日本から調達する考えで、据付工

事、鉄塔の基礎工事、鉄塔の組み立て工事は工事完了 4ヶ月前に始める予定。ケーブル敷設工事から

始めて、工事完了 2ヶ月前には機器の設置・調整・試運転をして、検収検査後引き渡す。引渡し後直

ちに実施機関に対して初期操作指導をする計画である。 

CCTV カメラ監視システム 

CCTV カメラ監視システムの調達は、シハヌークビル港とプノンペン港と同時並行して工事を進め

る。シハヌークビル港の場合、カメラの設置・ケーブル配線など設置関連工事は VTMS と同時期に工

事に着工し、1.5 ヶ月間で完了する計画。シハヌークビル港の調整・試運転を行い、検収検査を工事

完了 2ヶ月前、2週間で実施し、その後初期操作指導を行う。引き続き、プノンペン港での調整・試

運転を行い、検収検査を完了して引渡し、初期操作指導を行う計画になる。CCTV カメラ監視のモニ

ターを設置する保安管理棟の建設工事は着工 1 ヵ月後にシハヌークビル港とプノンペン港で同時に

開始して 7ヶ月間で完了する計画である。 

3-2-4-6  品質管理工程 

a. 製品検査の立会い：機材の設計図等について製造業者と事前打合せを行い、仕様書確認と製作

図面照合を行う。また X 線検査装置の製作された時点で、メーカーの工場にて主要な製品の検

査に立ち会い性能検査を確認する。他の機材についてはカタログ等で確認することとし、工場

検査は実施しない。 

b. 出荷前検査の立会い：X線検査装置の製品を工場検査で確認した後、各部品を出荷する前に 1ヶ

所に集めて仮組み立てをしてシステムとして機能するかの検査と機材の員数検査を実施する。 

c. 船積み前機材照合検査の打合せ業務：資機材の船積み前機材照合検査の方法・内容等について、

実際に検査を行なう委託先機関と打合せを行う。機材の船積み前機材照合検査に立ち会う。 

d. 現地調達監理と検収・引渡し業務：「常駐工事監理技術者」と業者の事前打ち合わせ後, 調達監

理者が現地に常駐し、業者の実施する機器の据付工事、検収・引渡し業務及び初期操作指導等

を監視し終了まで滞在する。 

3-2-4-7 実施工程  

詳細設計・入札期間を含め工事完了までの期間は約 16.5 ヶ月(予定)である。本事業の実施設計及

び入札図書の作成開始後 5ヶ月以内に業者入札が公示されその後 2ヶ月以内に業者選定がされる。工

事は 11.0 ヶ月の工期で、本事業で提案した機器の調達、付帯する土木工事、建築工事を完了し、初

期操作指導を完了するものとした。表 3－2－16 の工程表には、コンサルタントによる実施設計と共

に、機材･建築施設及びに土木施設を分けて表示した。またそれぞれに対してその内訳を示した。機

材については機器製作図承認･機器製作･輸送･据付･検収引き渡し及び初期操作指導の工程を表示し

た。その他の分野についても工事期間 11.0 ヶ月以内に完了可能である。表 3-2-16 を参照されたい。 
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表 3－2－16 実施工程表 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

実 (現地調査）

施 （国内作業）

設 （現地作業）

計 （国内作業）

（計 5.0ヵ月） （現地作業）

事前業務(国内) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 11

（事前確認･打合せ、0.5ヶ月)

（機器製作図作成･承認）

機 （機器製作）

（輸送）

材 （据付）

（検収・引渡し）

調 （計 10.5ヵ月） （初期操作指導）

施 （準備･仮設工）

設 （土工事･基礎工事）

(

建 （建築工事）

築 （設備工事）)

（計 7.5ヵ月） （外構工事）

達 施 （準備工）

設 （土工事）

(

土

木 （排水工事）)

（計 10.0ヵ月） （ケーブル用掘削工事）

10

（舗装工事）

 
 

3-3  相手国側分担事業の概要  

3-3-1 相手国側分担事業 

本無償資金協力事業を実施するにあたり、カンボジア国側による負担或いは実施されるべき事項を、

手続き事項・保安計画の政府承認・工事実施関連事項に関する事項に分けて示す。 

 (1) 手続き事項 

相手国政府は定められた要領に従って、以下の項目に関し遅滞なく手続きを実行しなければならな

い。 

 1) 免税措置 

  2) 便宜供与 

 3) 銀行取極め(B/A) （経済財務省） 

 4) 支払い授権書の発給(A/P) （PAS 及び CED） 
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 (2) 保安計画の政府承認 

相手国政府による「港湾保安計画」早期承認 

 (3) 工事実施関連事項 

相手国側によって実施されるべき分担事業は表 3-3-1 に示すとおりである。これらに関して、各実

施機関は相手国側が確実に準備しかつ実行していることを確認する文書を実施設計終了前に我が国

側に提出するものとする。  

この他に相手国側はスムースな工事の実施のために、以下に示す準備作業を行う。 

 施工開始時の工事許可 

 安全な施工への支援 

 工事期間中（約 11.0 ヶ月）の資材置場と工事事務所スペースの提供 

 市当局などの建築確認 

（4） 相手国側分担事業の内容 

6 月 12 日付け M/D の添付資料 2 に「カ」国側分担事業が示されている。これらの内で、費用を必

要とすると思われる事項として電力供給或いは給水などのユーティリティー等の陸上インターフェ

ース部分の分担区分案を以下に示す。 

相手国側の負担事項 

 ターミナルポイントまでのユーティリティーの接続 

 制限区域（港湾陸域）場周フェンス破損箇所の補修 

 ヤード内既設照明施設の補修 

 VTMS 用タワー建設場所の整備 

 プノンペン港の保安管理棟建設時の仮ゲートの整備 

我が国側の負担事項 

 シハヌークビル港 JBIC プロジェクトで建設される施設(指定ターミナルポイント)から
保安管理棟、X線検査棟、開被検査棟及び VTMS への電気・電話・給排水等ユーティリテ
ィーの引き込み。 

 プノンペン港内の既存施設(指定ターミナルポイント)から保安管理棟への電気・電話・
給排水等ユーティリティーの引き込み。 

 シヌークビル港の保安管理棟に付帯する駐車場と通路の舗装施設の建設 

 シヌークビル港の X線検査装置へのアクセス道路及び駐車場の舗装及び排水施設建設 

2006 年 6月 12日付け M/Dの添付資料 2に示された「カ」国側分担事業の内訳を表 3－3－1に示す。

2006年 2月 16日付け議事録の添付資料にユーティリティーのターミナルポイントの一部が示されて

いる。 
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表 3-3-1 2006 年 6 月に M/D に示された相手国側分担事業 

担当

港とコンポーネント 分担事業内容 実施機関

シハヌークビル港湾公社

1 X線コンテナ検査装置

1.1 駐車場用地の確保 CED

1.2
ターミナルポイントまでのユーティリ
ティーの接続 CED

2 CCTVカメラ監視システム

2.1 電路敷設用地の確保 PAS

2.2 既設フェンスの補修又は新設 PAS

2.3 既設ヤード照明の補修 PAS

3 保安管理棟

3.1 駐車場用地の確保 PAS

4 船舶航行監視システム

4.1 既設ビーコン塔の撤去と跡地整地 PAS

4.2 電路敷設用地の確保 PAS

4.3 コンテナ管理棟に操作室を確保 PAS

5 パトロールボート

5.1 係留岸壁の確保 PAS

6 油濁防止装置

6.1 保管倉庫の確保 PAS

6.2 既往タグに吊り下げ器具を装備 PAS

7 仮設工事用地

7.1 1.0Ha　の用地確保 PAS

8
線 装置以外 機
材

8.1
ターミナルポイントまでのユーティリ
ティーの接続 PAS

プノンペン港湾公社

1 CCTVカメラ監視システム

1.1 電路敷設用地の確保 PAP

1.2 既設フェンスとヤード照明の補修又は新設 PAP

2 IDパスカードシステム

2.1 電路敷設用地の確保 PAP

2.2 既設ゲートの異説の仮設ゲートの建設 PAP

3 仮設工事用地

3.1 用地確保 PAP

4 全体の機材

4.1
ターミナルポイントまでのユーティリ
ティーの接続 PAP  

   注) 1.完成予定時期の修正がある。 

 

(5) 相手国側負担の概算経費 

施工中或いはそれ以前に実施されるべき相手国側分担事項に係わる経費の総計は約 483 万円であ

り、その内容は表 3-3-2 に示すとおりである。シハヌークビル港とプノンペン港の負担金額はそれぞ

れ約 216 万円と約 267 万円である。関税消費税局による費用負担はない。 

本無償資金協力事業はその大部分が新規機器と施設の導入であり、事業実施に際して相手国側によ

る負担がある。新設機材に対しては電源を含むユーティリティー提供と設置場所の確保が必要である

が、いずれも設置場所は港湾の既設ターミナル地域内であり、そのための大掛りな工事は必要ない。

したがって事業実施による、相手国側の経費負担は許容範囲に抑えることが出来る。 
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表 3-3-2 相手国側事業と概算経費 

建設場所及び作業 概算経費（US$） 

シハヌークビル港湾公社  

外周フェンス等の改修 5,000 

既設ヤード照明施設の補修 3,000 

VTMS レーダー用鉄塔等の建設場所の確保と整備 2,650 

電気水道等の引き込みと接続 8,000 

小計 18,650 

プノンペン港湾公社  

外周フェンスやヤード照明等の改修 12,000 

既存ゲート撤去と仮ゲート設営 5,000 

電気水道等ユ-ティリティーの引き込みと接続 6,000 

小計 23,000 

合計 41,650 
 注) 1.換算レート：115.9 円/米ドル 

          2.作業量はサイトの現状により変わる。 

 
3-3-2  相手国側による分担事項の実施能力 

これら負担事業の実施に必要な概算経費のシハヌークビル港湾公社及びプノンペン港湾公社の 2005

年収入（表 2-1-1 参照）に対する比率は、それぞれ 0.09％、0.6％であることから、予算措置上の問

題は無いと判断した。 

現在 PAS 技術部は、マニュアルに基づく、港湾施設及び機材の維持管理を行っている。プロジェク

トの実施後、同技術部は必要に応じて、保安に係る施設及び機材の維持管理の役割を担うことが予定

されており保安業務の実施に問題はない。PAS の組織は、今回整備を予定している機材(ID パスカー

ドシステム、CCTV カメラ監視システム、船舶航行監視システム；VTMS 等）と建築・舗装或いは地下

電路配線の維持管理する能力を有しており、必要な訓練指導を行えば現在の要員の技術レベルで運

用・維持管理が可能である。 

技術部員 146 名の中から 10 名を国内のトレーニングに参加させており、またこれまでに 4名を日

本の港湾技術研修に、2名を韓国の港湾機械の運営、維持に関する研修に派遣している。 

PAP の技術部もマニュアルによる、既存の湾施設及び機材の維持管理に従事しているが、プロジェ

クトの実施後、同技術部が港湾保安に係る施設及び機材の維持管理の役割を担うことが可能であり保

安業務の実施に問題はない。 

3-4  プロジェクトの運営・維持管理計画  

3-4-1 対象機材・施設 

2004 年以降「シハヌークビル港施設保安計画」に基づいて、PAS 内に ISPS コードに沿った港湾保

安組織が設立された。同様にして、2004 年以降「プノンペン港施設保安計画」に基づいて、PAP 内に

ISPS コードに沿った港湾保安組織が設立された。 

本プロジェクトで整備する機材及び施設項目と実施機関名は以下の通りである。 
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 X 線コンテナ検査装置     （CED） 

 CCTV カメラ及び ID パスカード等アクセス監視システム  （PAS,PAP） 

 船舶航行監視システム （VTMS）    （PAS） 

 油濁防止システム      （PAS） 

 パトロールボート     （PAS） 

 

これらの機材および施設は、港湾を実際に運営管理している PAS/PAP 及び関税消費税局 CED によっ

て維持管理される。関税消費税局 CED はシハヌークビル港に設置される X線コンテナ検査装置、付帯

駐車場及び開被検査棟の運営管理を担当する。 

3-4-2 維持管理能力 

 (1) 協力対象事業の維持管理に関する技術水準 

3-3-2 に示すように、協力対象事業の維持管理に関する技術水準は両港湾公社ともに十分であると

判断した。 

 (2) 財務面の評価 

シアヌークビル港は、安定した運営収入が得られており（2005 年度：21.2 百万 US$）、人件費、維

持修理費等の運営経費をカバーしている。維持修理費は主に、港湾施設、船舶、荷役機械の修理維持

費用に当てられている。シハヌークビル港湾公社での協力対象事業の年間維持管理費用は約 0.08 百

万 US$と見積もられ、同港の運営収入（21.2 百万 US$）の約 0.4％であり、負担可能範囲と判断した。 

プノンペン港のコンテナ取扱量は、おおむねシハヌークビル港湾公社の約 1/10 に過ぎないが、安

定した運営収入が得られており（2005 年度：3.7 百万 US$）、人件費、維持修理費等の運営経費をカ

バーしている。維持修理費は主に、港湾施設、船舶、荷役機械の修理維持費用に当てられている。同

様に、プノンペン港湾公社での協力対象事業の年間維持管理費用は約 0.015 百万 US$と見積もられ、

同港の運営収入（3.7 百万 US$）の約 0.4％であり、シハヌークビル港湾公社と同率で負担可能と判

断した。シハヌークビル港で CED が管理するコンテナ貨物用 X 線検査装置の年間維持管理費用は約

0.10 百万 US$と見積もられ、CED の収入（2005 年度：136 百万 US$）の約 0.07％であり、問題は無い

と判断した。 

3-4-3 運営維持管理に関する総括的な評価 

協力対象事業が当初の役割を果たすためには、資機材の据付後の運転と維持管理が所定の範囲で実

施される事が担保されねばならない。そのためには、実施機関の組織・財務的能力・技術協力を含む

教育訓練・技術的能力などが複合的かつ相乗的にその役割を果たす必要がある。 

相手国側の予算処置や手続きの遅れその他の理由で、事業の実施が遅れることはないと見られる。 

また実施機関の関連組織が必要な教育訓練を受けることによって、完成後の施設の運転及び維持管理

を行う能力を有すると判断した。 
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3-5  プロジェクトの概算事業費  

3-5-1 協力対象事業の概算事業費  

本協力対象事業を実施する場合に必要となる概算事業費総額は、約 9.30 億円となり、先に述べた

我が国と相手国側との負担区分に基づく双方の経費内訳は、それぞれ、約 9.25 億円と約 0.05 億円で

ある。ただし本概算事業費は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

(1) 日本側負担経費 

日本側負担経費は下表に示すとおりである。 

表 3-5-1 概算事業費総括表 

 

(2) カンボジア側負担経費（表 3-3-2参照） 

  1) シハヌークビル港湾公社  US$ 18,650 (約 2.16 百万円) 

  2) プノンペン港湾公社  US$ 24,000 (約 2.67 百万円) 

   合計    US$ 41,650 (約 4.83 百万円) 

(3) 積算条件 

以下を主要な積算条件とした。 

 1) 積算時点   平成 18 年 2月 

 2) 為替交換レート  米国ドル対日本円 ： 115.90 円/US$ 

      ユーロ対日本円： 139.96 円/ユーロ 

  3) 施工期間   単年度案件として、入札・機材調達の期間は実施工程に示す
     通りである。 

  (4) 付帯土木･建築工事（直接工事費） 

付帯土木･建築工事の直接工事費内訳と機材内訳を以下に示す。 

 

事業費区分 経費 

 (1)  機材調達費 8.65 億円 

  ア. 機材費 (4.59 億円) 

  イ. 輸送･据付工事費他 (4.06 億円) 

 (2)  設計監理費 0.60 億円 

合計 9.25 億円 
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表 3-5-2 付帯土木･建築工事内容（直接工事費） 

施設名 内容（数量、仕様、寸法等） 直接工事費（百万円） 

X 線コンテナ検査装置の 

付帯トレーラー待機場 

約 9,600 m2 のコンクリート舗

装 

40.8 

X 線コンテナ検査装置の 

付帯コンテナ開被検査棟 

コンテナ 3台同時検査可能  21.1 

X 線コンテナ検査装置の 

検査棟（建屋） 

平屋 床面積約 600 m2  73.8 

 

保安管理棟（PAS） 
平屋 床面積約 230 m2 26.6 

保安管理棟（PAP） 
2 階建（1階はゲート）  

床面積約 207 ｍ2 

27.1 

 地下ケーブル敷設 CCTV カメラ監視システム及び

VTMS 配線（約 5 km） 

34.4 

合計  223.8 

 

 

3-5-2 運営・維持管理費  

 (1) 運営・維持管理の想定 

本事業によって港湾に設置される機器の運営・維持管理費用は、一般に年間で機材本体費の 5％程

度、土木建築の付帯施設費の 0.5%程度と考えられる。但しパトロールボート及び船舶航行監視シス

テム（VTMS）及び X線コンテナ検査装置は 3％とした。加重平均的な維持管理費率は 2.62％となった。 

整備される機材本体及び施設の運営維持管理に必要な費用は、表 3-5-3 に示すように、CED で年間

約 11.7 百万円、PAS で年間約 9.3 百万円、PAP で年間約 1.7 百万円程度と予測される。対象機材や施

設を管理する CED,PAS,PAP などはいずれも、財政面で事業実施に問題となる事はないと考えられる。 

本プロジェクトの年間維持管理費を実施機関ごとに想定した。人件費は従来の保安対策のための経

費を除き、本プロジェクトの維持管理に必要な部分を計上した。 
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表 3-5-3 年間運営維持管理費の想定      単位：百万円 

担当実施機関  

 

建設地及び施設･機材 

当初 

機材・施設

建設費 

維持 

管理 

比率 

  ％ 

運営・ 

維持 

管理費 

関税消費税局シハ

ヌークビル港支所

（CED） 

シハヌークビル

港湾公社（PAS） 

プノンペン港湾

公社（PAP） 

シハヌークビル港       

X 線検査装置       

・ 本体  379.7 3.0 11.4 11.4   

・ 待機駐車場  42.1 0.5 0.2 0.2   

・ 開被検査棟  21.8 0.5 0.1 0.1   

CCTV 及び ID カードリーダー       

・ 本体  78.0 5.0 3.7  3.7  

・ 保安管理棟  33.8 0.5 0.2  0.2  

・ ケーブル敷設  18.3 0.5 0.1  0.1  

船 舶 航 行 監 視 シ ス テ ム

（VTMS） 

      

・ 本体    113.8 3.0 3.4  3.4  

・ ケーブル敷設  24.6 0.5 0.1  0.1  

パトロールボート  57.3 3.0 1.7  1.7  

油濁防止装置  19.0 0.5 0.1  0.1  

小計 783.4  2.67   21.0 11.7 9.3       0 

プノンペン港       

CCTV 及び ID カードリーダー       

・ 本体  28.2 5.0 1.4   1.4 

・ ケーブル敷設  18.7 0.5 0.1   0.1 

・ 保安管理棟  34.4 0.5 0.2   0.2 

小計  81.3 2.08 1.7   1.7 

合計 864.7 2.62  22.7 11.7 9.3 1.7 

 

 (2) 運営・維持管理費の回収と料金収入 

本プロジェクトで整備する機材及び施設項目の内で、直接的な料金収入が期待できるものは X線コ

ンテナ検査装置のみである。貿易促進の観点から、現状の検査料金約 50 米ドル/個から低減すること

が好ましいと考え、設定料金の規模を想定した。X線コンテナ検査装置の使用料金をいくつかの水準

に分けて検討した結果、使用料金で主に運転維持管理費のみをカバーして、更新費用はカバーしない

とする料金水準が好ましいと判断した。 

料金徴収対象としては、実入りのコンテナ全体とするか或いは検査をした個数に限るか検討したが、

料金の平準化と公平性の観点より、前者を採用した。従って、検査の有無に関係なく実入りコンテナ

全体より料金徴収(1 コンテナ当り 2米ドル)することを提案する。 
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 建設費（X線検査装置及び附帯工事）：   4.45 億円 (3.80+0.43+0.22 億円) 

 運転維持管理費：     11.7 百万円  （101,000US$） 

 年間平均実入り料金徴収可能個数：   70,000 個 

 料金：       1.44 US$/ コンテナ   = 2  US$ 

 年間平均実入り料金徴収可能個数の検討： 

    -  2005 年より 2015 年の平均年間実入り個数＝    140,000 個 

    -  現在実入りコンテナの料金徴収可能率は約 50%であり、将来もその水準が継続する想定した。
従って平均料金徴収可能率を 50%とする。 

    -  年間平均実入り料金徴収可能個数は；140,000 個 x50% ＝  70,000 個 

 年間平均実検査個数の検討： 

  ‐   2005 年より 2015 年までの年間平均実検査個数 

    (63,371＋36,950)ｘ１/2 = 50,161 個 

  運営維持管理の内訳： 

  -  人件費 

              主任       1 名ｘ3シフト 

              モニター監視員  4 名ｘ3シフト ＝ 12 名 

                   合計           15 名 

              主任  3ｘ600,000 ＝ 1,800,000 円 

              監視員 12ｘ450,000 ＝ 5,400,000 円 

                   合計     7,200,000 円 

     - 電力料金 

              1 日平均照射時間＝1.2ｘ50,161/(365x 20) = 8.2 時間/日 

              0.8ｘ70KVAｘ365 日ｘ8.2 時間/日 x0.17 US$/Kw 

                            = 28,500US$ = 3,303,000 円 

    - 施設維持費                 1,197,000 円 

  - 合計            11,700,000 円 
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3-6  協力対象事業実施に当たっての留意事項  

本協力対象事業は、カンボジア国 2主要港湾における保安状況を緊急に改善することを目的として

おり、事業実施計画に従って予定通りプロジェクトが完成しなければならない。そのためには相手国

の負担事業が計画通り実施されなければならない。また以下の事項に留意して確実かつ着実に協力対

象事業の実施を進める。 

1) 両港港湾制限区域外周フェンスの破損箇所の修理を含む制限区域の完全な仕切り壁の設置と港

 湾制限区域内のヤード照明施設の補修及び修理。  

2) シハヌークビル港湾公社と税関消費税局シハヌークビル支所間のコンテナ貨物にかかる情報の

 共有化。 

3) コンテナ検査にかかるリスクマネージメントの導入による効率的な検査の実施。 

4) 複数の実施機関が事業参加するため、あらかじめ相互間で事業協力への合意書を作成。 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 プロジェクトの妥当性の検証 
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第４章 プロジェクトの妥当性の検証 

4-1  プロジェクトの効果  

4-4-1 プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

1) 新 X 線コンテナ検査装置の導入で迅速な検査が実施できる。1コンテナ当りの検査時間が既存施

設では約5分であるが、本事業で導入する装置により3分以下(20コンテナ/時間)に短縮される。 

2) 港湾区域における入退出管理と監視システムによる不審者（車輌・船）の正確な把握ができる。

港湾区域内の人（車輌・船）の動きが把握できるようになり、これまで具体的なデータとして

蓄積されていなかった不審者（車輌・船）の人・台数に関するデータが正確に把握可能となる。 

3) パトロールボート（速度 18 ノット）の整備により、不審船等へのアクセス時間が短縮される。 

4) 両港の安全性が強化されることにより、輸出入貨物が増加し、貿易が促進される。 

4-1-2 プロジェクト実施により期待される効果 

 (1) 直接効果 

カンボジア国内の主要国際港湾である両港に保安施設・機材を整備することにより、港湾区域内の

人及び貨物の管理が強化され、ISPS コードの強制要件を満足する保安体制が確立する。 

港湾区域の入退出管理及び監視システムの整備により、現在では正確に把握できていない制限地区

及び海域への不審者（車輌・船）・テロリストの不法侵入が未然に防止される。また、万一侵入の可

能性のある場合でも、状況を把握し、追跡・検査等が可能となる。これらにより、旅客・貨物船舶及

び港湾業務従業員の安全性が向上する。 

 (2) 間接効果 

今後主要先進国は ISPS コードに従った港湾保安施設より積み出された輸出品のみ受け入れること

になる可能性が高い。従って ISPS 適用による両湾の保安対策の強化により、主要輸出先である米国

をはじめとする諸先進国に対する繊維製品等「カ」国輸出品の継続的な輸出が可能となり、貿易の促

進及び産業発展に寄与する。これにより約 20 万人と想定される繊維製品産業の従業員の雇用及びそ

の他の輸出産業の雇用が維持される。また、密輸摘発強化により、テロ組織等の資金源を絶つことで、

治安が向上し、民生の安定にも寄与する。 

4-2  課題・提言  

 1) 対象 2 港湾における保安施設の実効ある建設のためには、「カ」国の実施機関は以下の事項を実
 施する 必要がある。 

・ フェンス破損箇所の修理を含む制限区域の完全な仕切り壁の設置 

・ 港湾制限区域内のヤード照明施設の補修及び修理による制限区域内の被監視条件の改善 

・ 2 港湾公社の協調と事業実施ための具体的な提携内容の確認 

 2) 対象 2港湾における適切な保安施設運用を確立するためには、「カ」国は以下の事項に配慮する。 

・ 通常の港湾業務に及ぼす支障を最小限に止めるような港湾保安施設の運用 

・ 港湾業務の IT 化に対応した関税消費税局と港湾公社間の貨物情報の共有化 
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・ 関税消費税局のコンテナ検査リスクマネージメント確立による効率的な検査の実施 

 3) 保安要員確保のための人材開発を行う。 

 4) ISPS コードへの対応を目途とした専門家派遣等による指導等の技術協力を行う。 

 5) 港湾機能の変化に伴う定期的な保安状況の見直しと対応策の検討を行う。 

4-3  プロジェクトの妥当性   

協力対象事業の内容を、我が国の無償資金協力として実施することの妥当性を評価すると以下のと

おりである。 

 ➀ プロジェクト及び協力対象事業の裨益対象 

本プロジェクト及び協力対象事業の対象は、カンボジア最大の国際貿易港シハヌークビル港及び首

都のプノンペン港を含む 2 港の保安対策であり、協力対象事業の直接的な裨益対象は年間 88 万人日

にのぼる両港湾の港湾管理者及び従業員(PAS:1,600 人、PAP:800 人)である。 

前述のように主要先進国は ISPS コードに従った港湾保安施設より積出された輸出品のみを受け入

れになる可能性が高い。従って継続的な輸出を可能とするためには、港湾施設の保安強化が必要であ

る。両港が実質的に「カ」国の国際海運貿易の全数を取り扱うことより、間接的には国全体の産業育

成や雇用の促進に貢献する。 

 ➁ プロジェクト及び協力対象事業の目標 

カンボジアの主要 2港において、港湾保安施設及び、機材の改善及び整備等の対策を実施して保安

対策を強化し、テロ等の危険行為に対する港湾施設及び船舶利用者の安全を確保するものである。 

 ➂ 「カ」国による運用と維持管理 

シハヌークビル港湾公社及びプノンペン港湾公社の組織は、その指導訓練を条件にして、今回対象

事業として予定している ID パスカードシステム、CCTV カメラ監視システム、船舶航行監視システム

（VTMS）等の機器及び土木建築施設の維持管理を行う資質を有していると判断した。必要な訓練指導

を行う事によって、現在の要員の技術レベルを必要な水準に高め、協力対象事業の安全かつ効率的な

運用・維持管理が可能であると判断した。関税消費税局(CED)の現シハヌークビル支所は本協力対象

事業に含まれる X 線コンテナ検査装置の運用のために改編される必要があるが現有γ線コンテナ検

査装置の運用委託実績より、関税消費税局による本事業の実施に支障はないと判断した。従って、プ

ロジェクト及び協力対象事業の実施に特段の支障は見られない。 

 ➃ 上位計画との整合性 

本協力対象事業の実施なしに、3.1 に示した上位計画『港湾保安計画』との整合性を維持すること

は極めて困難である。 

 ➄ 収益性 
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本協力対象事業は港湾保安の改善を目的とするプロジェクトの一環であり、事業の実施により実施

機関の直接的な収益性の向上につながることはなく、無償資金協力で実施することが望ましい。ただ

し X線コンテナ検査装置の利用料金を徴収して、付帯施設を含む同施設の運営維持管理経費に充当す

ることが出来る。 

 ➅ 環境面の影響 

本協力対象事業では、シハヌークビル港内に X線コンテナ検査システム、ID パスカードシステム、

CCTV 監視カメラシステム、船舶航行監視システム(VTMS) 等の機器を、プノンペン港内に ID パスカ

ードシステム、CCTV カメラ監視システムを夫々設置しようとするものであり、環境面に負の影響を

与える要素はない。 

 ➆ 既存民営コンテナ検査システムへの配慮 

関税消費税局の判断で輸入コンテナを対象とした既存民営コンテナ検査システムの取り扱いを決

めるものと思われる。関税消費税局の判断によって今回の協力対象事業の X線コンテナ検査システム

(輸出コンテナ用)は、将来的に輸出入コンテナも検査対象とすることになっている。 

 ⑧ 無償資金協力による実施可能性 

無償資金協力の制度で実施することに対して、特に困難が予想されるような要因はない。 

 

以上、①から⑧の評価結果から、本協力対象事業を我が国の無償資金協力による協力対象事業とし

て実施することは妥当と判断した。 

4-4  結論  

前述のように本プロジェクトは、テロなどの攻撃より生命や公共資産を保全することの他に、保安

対策の未整備が貿易障害となりうる事態を除去することで雇用の維持等で確実な効果が期待される

ことから、我が国の無償資金協力を実施することの妥当性が確認される。さらに本プロジェクトの運

営・維持管理体制についても、「カ」国側の体制は人員・資金とも十分で問題ないと考えられる。ま

た「4-2 課題・提言」に示す対策が実行されることで、本協力対象事業はより円滑かつ効果的に実施

しうると判断できる。 
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資料 

1 調査団員氏名

（１）　現地調査　(2006/1/15 ～2/23) 

総括 荒津有紀 独立行政法人 国際協力機構
業務第一グループ運輸交通・電力チーム長

技術参与　（港湾保安政策）池田　清 国土交通省港湾局総務課主席港湾保安管理官

業務主任/港湾保安計画 三枝富士男 （株）国際開発システム

港湾保安機材I 滝野晴市 （株）日本海洋科学

港湾保安機材II 豊島幸雄 （株）国際開発システム

施設計画 中島康弘 （株）日本海洋科学

調達計画/積算 佐藤　淳 （株）国際開発システム

（２）　基本設計概要説明　(2006/6/4 ～6/13) 

総括 林　宏之 独立行政法人 国際協力機構
業務第一グループ運輸交通・電力チーム

業務主任/港湾保安計画 雨宮　衛 （株）国際開発システム

港湾保安機材I 滝野晴市 （株）日本海洋科学

港湾保安機材II 豊島幸雄 （株）国際開発システム
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資料

２　調査日程

(1)  現地調査

N0. 日 曜日 総括 技術参与
業務主任/
港湾保安計画

港湾保安機材　Ｉ 港湾保安機材　ＩＩ 施設計画 調達計画/積算

1 1月15日 日 NRT→PHN

2 16 月 Cautasy call to EOJ. Explanation of Inception Report toJICA、MPWTand CED

3 17 火 Move to Sihanoukville. Explanation of Inception Report to PAS

4 18 水 Meeting with PAS. Reconnaissance survey Meeting with PAS NRT→PHN

5 19 木 Move to PHP . Meeting with MPWT on M/D. Field survey Field survey Data collection

6 20 金 Signing of M/D. Courtesy call to EOJ. PHN→ Field survey Field survey Data collection

7 21 土 →NRT Move to SHV Field survey Field survey Move to SHV

8 22 日 Data analysis/Meeting NRT→PHN

9 23 月 Questionnaire Questionnaire Questionnaire Questionnaire Move to SHV

10 24 火 Reconnaissance Reconnaissance Reconnaissance Reconnaissance Questionnaire

11 25 水 Data collection Data collection Data collection Data collection Reconnaissance

12 26 木 Data collection Data collection Data collection Data collection Data collection

13 27 金 Discusssion with C.P. Discusssion with C.P. Discusssion with C.P. Discusssion with C.P. Discusssion with C.P.

14 28 土 Field survey Field survey Field survey Field survey Questionnaire

15 29 日 Data analysis/Meeting

16 30 月 Meeting with C.P.

17 31 火 Field survey Field survey Field survey Field survey Move to PHN

18 Feb.1 水 Questionnaire Questionnaire Questionnaire Questionnaire Questionnaire

19 2 木 Discusssion with C.P.on the project components (items, layout, capasity etc.) Reconnaissance

20 3 金 Discusssion with C.P.on the project components (obligation of Cambodian side) PHN→

21 4 土 Field survey Field survey Field survey Field survey →NRT

22 5 日 Data analysis/Meeting

23 6 月 Data collection Data collection Data collection Data collection

24 7 火 Data collection Data collection Data collection Data collection

25 8 水 Data collection Data collection Data collection Data collection

26 9 木 Discusssion with C.P.on the project components (operation and maintenance system)

27 10 金 Discusssion with C.P.on the project components (port facility security plan)

28 11 土 Meeting 　

29 12 日 Data analysis Move to PHN Data analysis Data analysis

30 13 月 Discussion with C.P. Move to BNK Discussion with C.P. Discussion with C.P.

31 14 火 Discussion with C.P. Data collection Discussion with C.P. Discussion with C.P.

32 15 水
Data collection, PHN

→
Data collection, BNK

→
Discussion with C.P. Move to PHN

33 16 木 →NRT →NRT Discussion with C.P. Data collection

34 17 金 Questionnaire Questionnaire

35 18 土 Move to PHN Supplementary

36 19 日 PHN→ Data analisi

37 20 月 →NRT PHN→

38 21 火 →NRT

39 22 水

40 23 木

凡例 EOJ: Embassy of Japan, MPWT: Ministry of Public Works and Transportation, PAS: Sihanoukville Autonomous Port, PAP: Phnumpenh Autonomous Port, 
M/D: Minutes of Discussion, C.P.: Counterpart, PHN: Phnumpenh, SHV: Sihanoukville, Bangkok, NRT: Narita,

資2－１



s

資料
2 調査日程

(2) 基本設計概要説明

No. 日 曜日 総括 業務主任/港湾保安計画 港湾保安機材　Ｉ 港湾保安機材　ＩＩ

1 6月4日 日 NRT→PHN

2 5 月 Cautasy call to EOJ. Explanation of Draft Report toJICA、MPWTand PAP

3 6 火 Move to SHV, Cautasy call to PAS chairman, site reconnaissance  and e xplanation of Draft Report to PAS

4 7 水 Explanation of Draft Report to PAS and Meeting for draft M/D with PAS

5 8 木 Move to PHN . Meeting with PAP on draft M/D and site reconnaissance to PAP

6 9 金

Explanation of Draft Report to CED ,
Meeting for draft M/D with CED, and

Cautasy call to CEC,

Explanation of Draft Report to CED ,
Meeting for draft M/D with CED,
Meeting for B/A with MEF and
Cautasy call to CEC,

Explanation of Draft Report to CED , Meeting for draft
M/D with CED, Meeting for B/A with MEF and Cautasy

call to CEC,
PHP to BKK

7 10 土 Data Analysis/ Meeting Site reconnaissance to PAP and Data
Analysis/ Meeting

8 11 日 Data Analysis/ Meeting

9 12 月

Signning of M/D with CED, PAP and
PAS at MEF , Cautasy call to EOJ.
Explanation M/D toJICA、PHP to

BKK to NRT

Signning of M/D with CED, PAP and
PAS at MEF , Cautasy call to EOJ.

Explanation M/D toJICA、PHP to BKK

10 13 火 BKK to NRT
凡例 EOJ: Embassy of Japan, MPWT: Ministry of Public Works and Transportation, PAS: Sihanoukville Autonomous Port, PAP: Phnumpenh Autonomou

M/D: Minutes of Discussion,  B/A: Banking arrangement, PHN: Phnumpenh, SHV: Sihanoukville, BKK:Bangkok, NRT: Narita,
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3 面談者リスト 

氏名 組織名 
H.E.Keat Chhon Senior Minister and Minister of MEF 
Mr. You Phirum Deputy Director of Investment & Cooperation 

Department  
Miss Yukiko SANO JICA Expert, MEF 
H.E. Pen Siman Director General, CED 
Ph.D Pen Sam Ath Chief of Secretariat 
Mr. Masaru SHIMADA JICA Expert, CED 
Miss Nobuko SANO JICA Expert, CED 
Mr. Huoi Veng Deputy Chief of Custom Branch 
Mr. Bun Chiv Deputy Chief of Sihanoukville Port Custom 
Mr. Tuth Bo Officer in charge of Stock Clearance 

H.E. Chanthol SUN Minister, MPWT 
Mr. Tatuo HARADA JICA Advisor 
Mr. Hozumi KATSUTA JICA Advisor, MPWT 
H.E. Hei BAVY Director General, PAP 
H.E. Eang Veng Sun Deputy Director General, PAP 
Mr. Hiek Phirun Transport Planner National Team Leader 
H.E. Lou Kim Chhun Chairman ＆ C.E.O, PAS 
Mr. Ma Sun Hout Deputy Director General, PAS 
Mr. So SEANG General Manager, PAS 
Mr. Viro THONG Port Facility Security Office, PAS 
Mr. Takashi KADONO JICA Advisor, PAS 
Ms. Heng Sokun Director of Bilateral Aid Coordination Dept. 
Ms.Satiko NISHIOKA JICA Advisor 
Mr. Fumiaki TAKAHASHI Japanese Ambassador,  
Mr. Tomoaki KOREZUMI Second Secretary, Embassy of Japan 
Mr. Jyuniti HOSHIKURA  Second Secretary, Embassy of Japan 
Mr. Juro CHIKARAISHI Resident Representative, JICA Cambodia Office
Mr. Hiroyuki UKAI Deputy Resident Representative, JICA 

Cambodia Office 
Mr. Tomohiro ONO Assistant Resident Representative, JICA 

Cambodia Office 
MR. Akira YAMASHITA  Project Coordination Advisor  
Miss Yoko UCHIDA JICA Advisor, JICA Cambodia Office 
Mr. SEAK Pengkeang JICA Officer, JICA Cambodia Office 
Mr. Hachiro HIROSE General Manager, ITOCHU Corporation 
Mr. Michio NISIHARA General Manager, Mitsubishi Corporation 
Mr. Naomichi SAKAKI General Manager, Sumitomo Corporation 
Mr. Masatoshi MATUSHITA General Manager, Marubeni Corporation 
Mr. Hiromi NAMIKI Project Manager, PCI 
Mr. Shigenobu ASAO Administrative Manager, Penta-Ocean 

Corporation 
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